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令和６年度第２回兵庫県後期高齢者医療制度懇話会 
議  事  録 

 
 
１ 日 時  令和７年１月30日（木） 13：57～15：00 

 

２ 場 所  スペースアルファ三宮 中会議室１ 

 

３ 出 席 者  

 

(1) 兵庫県後期高齢者医療制度懇話会委員 11名 

  （五十音順、敬称略） 

市本 恵三、梅村  智、岡田 讓介、岡林 孝直、奥谷 能久 

衣笠 葉子、久保 三男、西川 真司、野田 誠一、福西 寿美子 

若生 留美子 

 

(2) 事務局 13名 

事務局長 真𡽶 和弘 事務局次長 藤本 豊記 

情報システム課長 樋口 正謙 資格保険料課長 高武 信司 

給付課長 有原 伸欣 外８名 

 

４ 議   事  

  

(1) 後期高齢者医療制度に関する国への要望について 

(2) マイナンバーカードと健康保険証の一体化について 

(3) 低所得者に係る保険料軽減判定所得の見直しについて 

(4) 高額療養費制度等の見直しについて 

 

５ 傍 聴 人  ５名 

 

６ 議事の要旨 

 

(1) 後期高齢者医療制度に関する国への要望について 

資料に基づき、後期高齢者医療制度に関する国への要望について説明。 

(2) マイナンバーカードと健康保険証の一体化について 

資料に基づき、一体化の経緯や仕組み、導入状況について説明。 

(3) 低所得者に係る保険料軽減判定所得の見直しについて 

資料に基づき、低所得者に係る保険料軽減判定所得の見直しについて説明。 

(4) 高額療養費制度等の見直しについて 

資料に基づき、高額療養費制度等の見直しについて説明。 
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７ 意 見 等 

 

【（１）後期高齢者医療制度に関する国への要望について】 

＜２．標準システム関連について＞ 

（委 員） マイナンバーカードでのオンライン資格確認というのは、今も高齢者の

方は使用されていると思うが、今のシステムで何かできていないことがあ

るということでしょうか。 

（事務局） 現在使用している標準システムが５年を過ぎ、６年目に入っております。

通常、システムというのは大体５年が経てば新しいものに置き換えるとい

うことで、今回、国が５年を過ぎた機器を置き換えるのに令和５年度末ま

でにクラウド化にするという話があったが、国の開発が遅延になっており、

５年を過ぎた機器をいまだに使用しているという事情がございまして、こ

のような要望になっております。 

（委 員） 分かりました。それはぜひ要望を出してもらわないと困るということで、

ありがとうございます。 

 

＜３．今後の保険料引き上げに対する措置について＞ 

（委 員） まず、被保険者のことを考えるということで、それは当然のことかなと

思います。ただ、後期高齢者医療制度は私ども保険者も拠出金という形で

お金を出しているが、全くそういったことは考えていただけないのかなと

思って、残念に思いました。といいますのも、私どもも小さい頃から大き

くなるまで育てていただいている世代ですから、当然年配の方を支援する

のは必要だと思いますが、実情というようなことも申し上げますと、やは

りリソースというものもありまして、例えば健康保険組合は全国で大体

1,400ぐらいの組織、組合があります。全部を足すと、経常収入は大体８
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兆8,313億円で、これに対して経常支出が約８兆9,680億円となっています

ので、収支で赤字なのです。赤字が大体1,367億円ということになってい

ます。この経常支出の８兆9,680億円の内の３兆6,526億円が前期・後期を

合わせた高齢者の方への拠出金ということになっていまして、実態を申し

ますと、保険料が源泉の収入の４割ぐらいが国にいってしまっていて、制

度を支えているというような現状になっています。先ほど全国のことを申

しましたけれども、兵庫県内の健康保険組合で言っても、大体50組織ぐら

いあるのですけれども、やはり全体の経常収支ということでいうと17億

7,800万円の赤字で、半数近くの健康保険組合が赤字となっている状態で

す。今後、例えば、子育て支援金の支払いなども2026年度からスタートし

ていく中で、働いている人たちの声を聞くとかなり負担が大きいという意

見も多く、一生懸命働くというようなことが大事で、一生懸命働く人が少

なくなると、将来的には国民皆保険の維持も難しくなってくるのではない

かと思っており、非常に心配しているところです。そういう意味で言うと、

確かに被保険者の中のさらに低所得者の方に目を向けるということも大事

だけれども、そういう構造的な面において、例えば今のままでいいのかと

か、そのような視点からも今後、ぜひ国に要望していただきたいなと思っ

た次第です。 

（事務局） 現在、国におきましても全世代型の社会保障制度の構築ということで、

現役世代の負担軽減ということを非常に重視しているというような事情が

ございます。後ほどご説明しますけれども、後期高齢者のみならず、70歳

以上の方、あるいは若年層の方も含めた高額療養費の負担変更等の見直し

ということもありまして、支援金を含めた現役世代の負担を軽減するとい

うような流れがあることも十分承知をしております。広域連合としては、

先ほどご意見をいただきましたように、被保険者、高齢者に寄り添ってと
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いうことで、このような要望をさせていただいておりますけれども、今回

の要望につきましては、特に新しい制度の創設ということではなく、低所

得者の方の負担軽減ということを常に国に考えていただき、生活に多大な

影響を与えるような保険料にならないようなことのお願いをさせていただ

いていると認識をしております。今後も医療費適正化等に努めまして、現

役世代の負担軽減、あるいは被保険者の方の負担軽減に努めていきたいと

思いますので、ご理解賜りますようよろしくお願いいたします。 

（委 員） 社会保障、医療保険の意見も十分な費用がない中で何とか支え合ってい

るということかと思います。そのようなバランスには配慮した上での要望

であるという、恐らくある程度の方が納得いくところかなと思います。 

 

【（２）マイナンバーカードと健康保険証の一体化について】 

（委 員） 後期高齢者で施設入所の方、独居の方であったり、認知症の方であった

り、マイナンバーカードの取得が非常に難しいと思うのですけど、資格確

認書は全員に来るのでしょうか。また、有効期限が１年とあるが今後もず

っと発行していくということでしょうか。 

（事務局） 12月２日以降は、年齢到達者等に資格確認書を発行しておりますが、そ

の方については、来年７月31日までの有効期間となっております。今年８

月１日から年次更新をさせていただくのですが、それ以降の資格確認書に

ついては、１年間の期間で発行させていただきますので、毎年８月１日か

ら翌年７月31日までの有効期間の資格確認書を発行させていただくという

形になります。 

（委 員） ということは、今、実際にマイナンバーカードを取得できていない後期

高齢者の方が５年経って、マイナ保険証を作れるかといったら、ほぼ無理

ですよね。その場合は、ずっと資格確認書が発行されるということになる
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のですか。 

（事務局） マイナ保険証を紐付けられていない方につきましては、基本的に資格確

認書が発行されることになります。 

（委 員） マイナ保険証は負担割合が一緒に記載されているということがメリット

かなと思いますが、それからマイナ保険証にすれば負担割合もそこに入っ

ています。今も入っていますよね。まだ入っていないのですか。 

（事務局） マイナ保険証を紐付けられている方につきましては、オンラインシステ

ムで確認することができます。 

（委 員） これは広域連合だけの話ではありませんが、マイナ保険証を紐付けして

いない方にこれからどのように案内していくか考えていかないと、その辺

が非常に現場では懸念しているところなので、機会があれば、ご指摘いた

だいて、システムの制度の開発など、そういうことをしていただくほうが

いいんじゃないかなというのは、現場ではそういう声が多いです。 

（事務局） マイナ保険証への切替えについては、年次更新時に資格確認書の送付と

合わせて、リーフレットとパンフレットを同封しておりまして、その中に

マイナ保険証の利用をお願いするというような記載はしております。 

（委 員） 独居の方やリーフレットをもらってもなかなか内容が理解しづらい方も

多く、そのあたりは非常に難しいのではないかと思いますけれども。 

（委 員） 今、ご指摘があったように、まずマイナ保険証にたどり着くまでのとこ

ろですけれども、資格確認書が発行されたとしても、結局マイナ保険証の

取得に至らないと、やがて困るときが来るわけであって、具体的な支援を

どこがするかについては広域連合だけの問題ではなくて、ほかの医療保険

者も同じ、また、現場も同じ課題を抱えていらっしゃる。ただそれは保険

者で対応すべきなのか、それとも市町村で対応すべきなのか。恐らく、既

に対策をとられていると思いますが、その点はいかがですか。どのように
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役割分担をされているのでしょうか。 

（事務局） マイナ保険証の取得につきましては、各市町の窓口で対応しております。

健康保険証の登録事務につきましては、被保険者の方が各市町の窓口で手

続をするか、医療機関で登録はできますので、そちらで登録をお願いする

など、そのような方法がとられております。 

（委 員） ということは、広域連合というよりは各市町での支援ということが主に

具体的な担当ということになるという理解でよろしいでしょうか。そこに

働きかけていただくということで。 

（事務局） 広域連合としては、健康保険証を紐付けしていただくように推奨するよ

うな取組を行っていくような形になろうかと思うのですが、全面的に出る

のは各市町で、被保険者の方が自ら、医療機関で健康保険証の登録の手続

をされるという形になろうかなと思っております。 

（委 員） 地域包括支援センターである程度把握して、そのような方には支援され

ていると思うのですけれども、ただ何か機会があれば、今の声を届けてい

ただくよう、よろしくお願いします。 

 

【（３）低所得者に係る保険料軽減判定所得の見直しについて】 

（委 員） これは今言われている106万円の壁とかにも関係はあるのでしょうか。 

（事務局） そちらとは関係ありません。 

（委 員） 参考までに教えていただきたいのですが、現行と改定後、各々変更した

ことによって、対象人数が変わると思われますが、どの程度のボリューム

イメージなのかお教えいただけたらと思います。７割、５割、２割につい

て各々教えていただけたらと思います。 

（事務局） 増加する人数としまして、あくまで推計ではありますが、２割軽減対象

者数は、来年度、拡充前は13万4,693人を見込んでおりましたが、拡充後
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につきましては、約13万5,900人になる見込みになっておりまして、約

1,200人程度が増えるのではないかと考えております。５割軽減対象者数

は、拡充前は11万8,195人を見込んでおりましたが、拡充後につきまして

は、約12万3,800人になる見込みになっておりまして、約5,600人程度が増

えるのではないかと考えております。７割軽減対象者数は変更ありません

ので、増える部分はないと考えております。 

（委 員） 軽減対象になる方の人数の比率は、全体の被保険者数からすると大体

何％ぐらいのイメージを持っていたらいいでしょうか。 

（事務局） 全体でどれぐらいを想定されている、例えば国保であれば保険料の賦課

限度額超過世帯が全体の1.5％になるよう調整する、そういう比率がある

かどうかというお問い合わせだと思うのですけれども、高齢者の医療の確

保に関する法律においては、そういう人数をどのぐらいで行うということ

は特に明示されておりません。今回の見直しは、年金額が若干ずつ変わっ

ていっておりますので、その年金額の改定によって、去年は軽減を受けら

れていたのに、今年は受けられていない、その僅かの差で受けられないと

いうようなことがないように、前回受けられた方は今回も受けられるよう

にというような趣旨での見直しとなっております。ただ、実態を申し上げ

ますと、年金額を我々が把握するのは前年度の所得を次年度に把握して、

次年度の軽減の判定をしますので、そうしますと単年度で見れば、若干想

定よりは増えるようなことになるかもしれないですけれども、ただ制度設

計としましては、年金額の改定があれば、それに応じて軽減額の幅を見直

して、大体同じぐらいの程度、申し上げますと７割軽減ですと、大体４割

の方が軽減を受けられています。５割軽減については、12％、２割軽減で

14％というような実績となっておりますが、おおむねそのような比率にな

るようにということで見直しがなされていると考えております。 
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（委 員） 軽減を受けなくて保険料を支払っている方と、それから軽減を受けられ

ている方、これはこれでルールなので全然問題ないと思うのですけれども、

公平性とか、そういう観点から割合が気になったという趣旨です。 

（委 員） ５割軽減の方が約5,600人、２割軽減の方が約1,200人増える見込みであ

るとのことでしたが、この計算を前提に、年金額の実態はまだ反映せずに

計算された数値ということで、もしかしたら想定されている人数より少な

くなる可能性はあるか分からないですね。 

（事務局） ご指摘のとおりで、こちらの軽減につきましては、毎年、10月20日の実

績でもって負担金を決めることになっております。公平性ということで、

先程もご意見をいただきましたけれども、軽減の財源につきましては、全

額が市町からの負担ということで、その額について県で４分の３をご負担

いただくという制度になっております。低所得者の方に対する配慮という

ことで、公費が使われているということでご理解いただきたいと思います。 

 

【（４）高額療養費制度等の見直しについて】 

（意見なし） 

 

【欠席委員意見紹介】 

（委 員） 「今後に向けて、二次医療圏で見た時に、65歳以上人口が増えるところ

と減るところに二分される『高齢者人口推移の二分化』と、給付対象とな

る医療人材の不足について、視野に入れておく必要がある。」とのご意見

をいただいております。後期高齢者医療制度の分野に当たっては、本日出

されました意見を十分に踏まえていただきますよう、事務局にお願いいた

します。 
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８ 意見交換後の事務局コメント 

（事務局） 本日は委員の皆様に本当に貴重なご意見をいただきまして、ありがとう

ございます。最後にご意見いただきましたように、諸点につきまして十分

に留意いたしまして、引き続き制度の運営、そして高齢者の方が円滑に医

療を受けられるような運営を市町と協力いたしまして進めてまいりたいと

考えております。本日はどうもありがとうございました。 

 


